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指名競争入札における参加者の決定に関する要領

令和３年２月１日制定

令和６年５月１日改定

（入札参加資格業者の格付）

第１条 次の各号に定める業種については、それぞれ当該各号に定めるところにより格付

を行う。

（１）水道管路布設工事

水道施設評点(X1)、総合評定値(P)、技術者数(給水装置工事主任技術者、給水装置

工事配管技能者、耐震継手講習受講者、水道配水用ポリエチレン配管施工講習受講

者)、緊急修繕業務での出動実績、建設業の許可区分を考慮して決定する。

（２）舗装工事

舗装評点(X1)、総合評定値(P)、技術者数(舗装施工管理技術者、土木施工管理技士、

監理技術者)を考慮して決定する。

（指名業者の選定）

第２条 指名競争入札の指名業者は、当該契約に係る工事の種類に対応する指名競争入札

参加資格を有する者のうちから選定するものとする。

２ 格付を行う業種における指名業者選定は、当該工事に対応する格付の有資格業者でか

つ、指定する有資格者を有する者から行うものとする。ただし、やむを得ないと認める

ときは、当該工事の等級に対応した直近上位または下位の格付の有資格業者を指名業者

として選定することができる。

（１）水道管路布設工事

Ａランク：予定価格２，５００万円以上

Ｂランク：予定価格２，５００万円未満

Ｃランク：予定価格 １００万円未満

（２）舗装工事

Ａランク：予定価格１，０００万円以上

Ｂランク：予定価格１，０００万円未満

３ 指名業者の選定に当たっては、次の事項を勘案するものとする。

（１）有資格業者の本店および営業所(建設業法(昭和24年法律第100号。以下「法」という。)

第3条第1項の営業所をいう。以下同じ。)の所在の状況を考慮するものとし、その選定

順位は次のとおりとする。ただし、やむを得ないと認めるときは、この限りでない。
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ア 企業団給水区域内に本店を有する者

イ 企業団給水区域内に営業所を有する者

ウ 企業団を構成する地方公共団体の区域内であって、企業団の給水区域でない区域に

本店を有する者

エ 滋賀県内に本店を有する者

オ 滋賀県内に営業所を有する者

カ アからオまでに掲げる者以外の者

（２）次に掲げる技術的適性が認められること。

ア 当該工事と同等以上の施工管理、品質管理を必要とする工事の施行実績があること。

イ 当該工事と同等以上と認められる地形、地質等の施工環境における工事の施行実績

があること。

ウ 工事種別に応じ、当該工事の施行に必要な有資格技術者が確保できると認められる

こと。

４ 次に掲げる事項に該当し、受注者として明らかに不適当であると認められる場合は、

指名から排除する。

（１）長浜水道企業団指名停止基準に基づき指名停止を受け、その期間が終了していない者

（２）企業団発注工事について、一括下請、下請代金の支払遅延、特定資材等の購入強制

等の事実が関係行政機関から指摘されるなど、受注者の下請関係が不適切であると認

められる場合

（３）企業団発注工事について、安全管理の改善に関し労働基準監督署から指導があり、

これに対する改善を行わない状態が継続している場合

（４）警察当局から、暴力団が経営に事実上参加する建設業者またはこれに準ずるものと

して、公共工事から排除要請があり、当該状態が継続している場合

（５）手形交換所による取引停止処分、主要取引先からの取引停止等の事実があり、経営

状態が著しく不健全である場合

（６）指名を受けた入札を辞退する場合で、指定日時までに辞退届の提出がなかった者

（７）企業団の入札、工事執行等について職員または他人に強要、暴力もしくは威圧を加

えて目的を果たそうとする行為のあった者

（８）設計の単価、数量、金額等非公表事項に関する質問および職員個人の携帯電話また

は自宅への電話等を繰り返し行った場合

（９）長浜水道企業団の競争入札に参加する者に必要な資格に該当しない者

５ 格付を行う業種の工事であって、災害等により緊急に行わなければならない、もしく

は特殊な技術、経験または機械を必要とする工事の指名業者の選定については、前条の

規定にかかわらず適当と認められる有資格業者を選定することができる。
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（指名の特例）

第３条 契約担当者は、高度または特殊な技術および経験を必要とする基本計画の作成、

概略または詳細設計、工事の施行について入札を行う場合は、前条の規定にかかわらず、

参加の意思確認書の提出を行った者のうち、実績報告書に基づき同種の業務に関する実

績を審査するものとする。

２ 契約担当者は、前項の参加意思確認および実績の審査結果に基づき、指名業者を選定

するものとする。

３ 契約担当者は、前項の実績報告書について、契約審査委員会の審議に図り、提出期限

の翌日から起算し、おおむね14日以内に確認し、その結果を参加意思表明業者に書面に

より通知するものとする。

４ 必要な実績等については、入札公告において明らかにするものとする。

（指名の通知）

第４条 契約担当者は、審査会等の議を経て、指名業者を選定したときは、遅滞なくその

旨を入札執行通知書により通知するものとする。

（入札の公告）

第５条 契約担当者は、競争入札に付そうとするときは、次に掲げる日数までに掲示その

他の方法により公告しなければならない。ただし、急を要する場合においてはその期間

を短縮することができる。

（１）工事一件の予定価格が500万円に満たない工事については、１日以上

（２）工事一件の予定価格が500万円以上5,000万円に満たない工事については、10日以上

（３）工事一件の予定価格が5,000万円以上の工事については、12日以上

２ 郵便入札により入札を行う場合は、前項に定める日数に郵便が到達するまでの期間を

考慮した日数を加算するものとする。

３ 前２項の期間の計算にあたっては、土曜日、日曜日および国民の祝日に関する法律(昭

和23年法律第178号)の規定する休日に該当する日ならびに1月1日から同月3日までおよ

び12月29日から同月31日までの日を除くものとする。


